






単位：百万円
2023年9月期 2024年9月期

業務純益 814 602
経常利益 1,069 1,115
当期純利益 743 867
（注）業務純益は、信用金庫本来の事業活動により計上した利益です。

満期保有で時価のあるもの 単位：百万円

項　目
2024年3月末 2024年9月末

帳簿価格 含み損益 帳簿価格 含み損益うち益 うち損 うち益 うち損
債　券 8,823 3 42 39 9,883 △ 50 29 80
その他 98 2 2 － 99 1 1 －
合　計 8,922 5 44 39 9,983 △ 49 30 80

（注）「その他」は外国証券です。

その他有価証券で時価のあるもの 単位：百万円

項　目
2024年3月末 2024年9月末

時価 評価差額 時価 評価差額うち益 うち損 うち益 うち損
株　式 3,627 1,842 1,850 7 3,692 1,701 1,718 16
債　券 174,518 △ 6,047 469 6,516 169,460 △ 7,363 324 7,688
その他 95,521 432 5,600 5,167 92,830 △ 98 4,555 4,654
合　計 273,667 △ 3,771 7,920 11,692 265,983 △ 5,760 6,599 12,359

（注）「その他」は外国証券及び投資信託等です。

（単位：百万円）
項　　目 2024年3月末 2024年9月末

（イ） コア資本に係る基礎項目 49,961 50,825

（ロ） コア資本に係る調整項目 162 198

（ハ）自己資本の額（（イ）－（ロ）） 49,798 50,626

（ニ）リスク・アセット等 340,331 348,184

信用リスク・アセットの額の合計額 326,407 334,260

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 
8％で除して得た額 13,924 13,924

自己資本比率（（ハ）÷（ニ）） 14.63% 14.54%

（単位：百万円）
2024年3月末 2024年9月末

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の額の合計 326,407 13,056 334,260 13,370

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を
8％で除して得た額 13,924 556 13,924 556

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 340,331 13,613 348,184 13,927
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調 査 西濃を中心とした地域の景況レポート

●調査期間 2024年４月～６月実績　2024年７月～９月見通し

●調査時点 2024年６月

●調査対象 西濃を中心とした地域の当金庫取引先事業所

●調査方法 アンケート調査
 前期（3ヶ月前）・前年同月（12ヶ月前）とを比較した質問を実施。

●回答企業数 573（回答率　95.5%）

●調査結果
景気の状況と今後の見通し

全
産
業
総
合

▶ 概況　全産業総合の 3か月前との比較で見た業況判断ＤＩは、2.1 となり前期 3.7 と比べ 1.6 悪化した。業種別の業況では、卸売業、建設業
は前回調査より良化したが、製造業、小売業、サービス業、不動産業については厳しい状況になった。全産業総合の個別項目については、生産・
売上ＤＩ（前期 3.3 ➡ 7.0）、収益ＤＩ（前期▲ 3.1 ➡▲ 2.6）、資金繰りＤＩ（前期▲ 7.2 ➡▲ 6.0）と、前期より良化傾向にあるが良化幅
は小さい。全産業総合における今後 3か月間の予想では、業況のみ良化傾向にあるが、生産・売上、収益、資金繰りについては悪化の見通し
となった。この結果から、企業は短期的な業況改善の期待を持ちながらも、業務の効率化やコスト削減、資金調達の強化など、抜本的な対策
が必要であることが分かる。全産業総合の設備投資については、今期の実施割合が 1.5%である一方、今後の実施予定は 3.1%と増加を予定
している。また、設備投資の目的については、「合資力化」が最も多く「売上・受注の減少」「人手不足」に対する経営上の問題点に対し設備
導入による生産性の向上にて解決を検討していることが窺える。

製

造

業

▶ 概況　製造業全体の業況判断ＩＤは 3.6 と前期より 4.5 悪化した。今後の見通しについては 6.6 と良化傾向に推移している。一方で製造業内
での今期業況判断ＤＩは、衣服その他の繊維製品（前期 33.3 ➡ 11.1）金属製品（前期 11.8 ➡▲ 18.8）は大幅な低下となった。一方、食
料品製造では（前期 0.0 ➡ 5.9）と回復傾向にあり、製造業内においても業況について大きな差があることが窺えた。
▶製造業コメント
・原材料価格の高騰についてのコメントが多く見受けられ、取引先との交渉により価格転嫁を進めるべく対策を行っていることが窺える。
・ 受注については、安定してきたとのコメントも見受けられた一方、人手不足など人材不足に対するコメントも多く見受けられた。特に従業員
の高齢化と若手職員の不足という経営上の問題に対して今後も若手の採用・育成が必要となることが窺える。また、デジタル化についてのコ
メントも見受けられた。デジタル技術の導入による、生産性の向上、コスト削減、品質管理の強化についてのコメントも多く見受けられた。
・ 製造業が今後も競争力を維持し、成長を続けるためには、デジタル化の推進と新たな販路開拓が重要となり、今後は、受注減少の影響を最小
限に抑え、持続可能な成長を実現することが求められている。

卸

売

業

▶ 概況　卸売業の業況ＤＩは▲2.7と前期▲10.5より良化。今後の見通しについては、0.0と良化傾向にあると見込んでいる。項目別では生産・
売上ＤＩが前期▲13.2、今期▲13.5と横ばい。収益ＤＩについては前期▲10.5、今期▲5.4と良化傾向にある一方、資金繰りＤＩについては、
前期▲ 5.6、今期▲ 11.4 と大幅な悪化となった。売上、収益の回復の影響は資金繰りの回復までの影響には至っていないことが窺える。
▶卸業コメント
・インバウンド需要により、売り上げは増加している一方、仕入れ価格の高騰や運賃の値上げ等による利益率低下のコメントが見受けられた。
・ 新たな取引先を探しているとのコメントも見受けられた。今後は、デジタルマーケティングやオンライン販売チャネルの活用による新規開拓
が必要となることも窺えた。
・金沢方面への販売減少のコメントも見受けられ、能登半島沖地震の影響が続いていることが窺える。
・ 人材不足についてのコメントも多く見受けれた。人材確保と流出防止のために、働きやすい環境の整備や研修プログラムの強化、デジタル技
術による業務効率の向上が求められていることが窺える。また販売先に戦略的なアプローチをとることによって競争力を高めることが必要に
なることも窺える。

小

売

業

▶ 概況　小売業の業況判断ＤＩは▲2.9と前期▲1.0より悪化している。今後の見通しについても▲8.6と悪化を見込んでいる。生産・売上ＤＩは前
期1.9、今期3.8と良化しているが、今後の見通しは▲1.9と悪化傾向にある。収益ＤＩに於いても前期▲7.6、今期▲5.7と良化しているが、今後
の見通しは▲8.6と悪化傾向にある。資金繰りＤＩの今後の見通しについては、▲8.9から▲7.9と良化傾向にあるも回復幅は小さい結果となった。
▶小売業コメント
・ 原材料費や物流コストの増加により、仕入価格上昇のコメントが見受けられた。またコスト上昇に対して価格転嫁が困難とのコメントもあり、
今後は効率的なコスト管理と仕入先の多様化が求められることが窺える。
・ 大手スーパーとの競合のコメントも見受けられた。一方、差別化された商品やサービスの提供を行っているとのコメントもあり、差別化によ
る顧客ロイヤルティの向上を行っていることも窺える。
・ 高齢者向けの商品やサービスの需要が増加しているコメントも見受けられた。高齢化社会に対応したマーケティング戦略やサービス提供が、
今後は小売業の重要な要素になると考えられ、柔軟で革新的なアプローチを取ることで、競争力を維持し、持続可能な成長を実現することが
求められる。

サ
ー
ビ
ス
業

▶ 概況　サービス業の業況判断ＤＩは▲1.1と前期より悪化。今後の見通しについては2.2と良化が予想される。項目別の今後の見通しについては、
生産・売上ＤＩ、収益ＤＩ共に良化見込み資金繰りについては横ばい見込みであり、他の業種と比較し良化傾向が強い業種であることが窺える。
▶サービス業コメント
・ドライバーの働き方改革の影響、配達員不足など運送の課題に関するコメントが見受けられた。
・ 労働力の確保と育成が課題であるとのコメントも見受けられた。サービス業は人手に依存する部分が大きいため、優れた人材を確保し維持す
ることが不可欠となる。今後は従業員のスキルアップやキャリア開発の支援、働きやすい環境の整備が求められる。
・ ＳＤＧｓなど環境に配慮したサービスの提供や、地域社会との連携を検討しているコメントが見受けられた。持続可能なビジネスモデルを構
築し、社会的責任を果たすことで、顧客からの信頼を得ることが求められている。
 ・デジタル化やグローバル化についてのコメントも見受けられ、これらの課題に対して戦略的に取り組むことが必要になると窺える。

建

設

業

▶ 概況　建設業の業況判断ＤＩは 9.9 と前期 5.0 に対し良化。項目別の今後の見通しについては、生産・売上ＤＩ、収益ＤＩ、資金繰りＤＩ共
に悪化が見込まれる。コメントに於いても官公庁の入札減少など受注が減少するコメントが多数見受けられた。
▶建設業コメント
・ 原材料費の高騰のコメントが見受けられ、今後は効率的な資材調達とコスト管理が必要であることが窺える。また、サプライチェーンの見直
しや代替材料の検討、長期的な契約による価格の安定化などの戦略が必要になると考えられる。
・ 人材不足に対応するため IoT 技術の導入を行ったコメントも見受けられた。IoT 技術の導入により、現場の状況をリアルタイムで監視し、作
業の最適化を図っていることが窺える。
・若手の人材が不足しているコメントや有資格者の不足に対するコメントも見受けられ、慢性的な人手不足が窺える。

不
動
産
業

▶ 状況　不動産業の業況判断ＤＩは▲ 8.7 と前期▲ 4.5 より悪化。今後の見通しは▲ 8.7 と横ばいを見込んでいる。項目別では生産・売上ＤＩ
が前期 0.0、今期▲ 8.7 と悪化。今後の見通しについては▲ 4.3 と良化を見込んでいる。収益ＤＩについては、前期▲ 9.1、今期 0.0 と良化。
今後の見通しは▲ 4.3 と悪化を見込んでいる。資金繰りＤＩは通して横ばいの状況となる。
▶不動産業コメント
・ 高齢化社会の進展に伴い、高齢者向け住宅やケア施設の需要が増加しているとのコメントが見受けられた。また、若年層の住宅購入意欲の低下、
賃貸市場が拡大しているとのコメントも多数見受けられた。これらの変化に対応するため、多様な顧客層に対応したサービスを提供する必要
があることが窺える。また、今後は都市部と郊外の需要動向、商業不動産の変化、サスティナビリティ、デジタル化、人口動態の変化に対応
した戦略が重要となることが窺える。

　回答企業の内訳
製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 合計
197 37 105 90 121 23 573

　対象企業の地域
大垣市 瑞穂市 本巣市 海津市 養老郡
237 17 76 17 41
不破郡 安八郡 揖斐郡 本巣郡 その他 合計
26 50 93 12 4 573

 図表１　景況ＤＩ値

業　　種
業　　況 生産・売上 収　　益 資金繰り

前期DI 今期DI 今後の見通し 前期DI 今期DI 今後の見通し 前期DI 今期DI 今後の見通し 前期DI 今期DI 今後の見通し

全 産 業 総 合 3.7 2.1 3.0 3.3 7.0 4.9 ▲ 3.1 ▲ 2.6 ▲ 2.9 ▲ 7.2 ▲ 6.0 ▲ 6.6

製 造 業 総 合 8.1 3.6 6.6 8.6 13.7 9.6 2.6 2.1 0.0 ▲ 5.7 ▲ 2.6 ▲ 4.1

食 料 品 製 造 0.0 5.9 0.0 0.0 5.9 5.9 ▲ 20.0 ▲ 5.9 ▲ 17.6 ▲ 6.7 ▲ 5.9 ▲ 5.9

衣服その他繊維製品 33.3 11.1 33.3 33.3 11.1 22.2 8.3 ▲ 11.1 ▲ 11.1 0.0 ▲ 11.1 0.0

窯 業 ・ 土 石 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 ▲ 33.3 0.0 ▲ 33.3 ▲ 33.3

金 属 製 品 11.8 ▲ 18.8 ▲ 6.3 11.8 ▲ 12.5 ▲ 12.5 5.9 ▲ 6.3 ▲ 18.8 ▲ 11.8 ▲ 18.8 ▲ 18.8

金属プレス・メッキ 7.7 0.0 0.0 15.4 23.1 23.1 7.7 ▲ 15.4 ▲ 15.4 ▲ 7.7 0.0 ▲ 7.7

そ の 他 製 造 業 ▲ 10.3 0.0 ▲ 5.1 7.7 5.1 0.0 ▲ 12.8 0.0 ▲ 5.1 ▲ 17.9 ▲ 7.7 ▲ 5.1

卸 売 業 ▲ 10.5 ▲ 2.7 0.0 ▲ 13.2 ▲ 13.5 ▲ 8.1 ▲ 10.5 ▲ 5.4 2.7 ▲ 5.6 ▲ 11.4 ▲ 14.3

小 売 業 ▲ 1.0 ▲ 2.9 ▲ 8.6 1.9 3.8 ▲ 1.9 ▲ 7.6 ▲ 5.7 ▲ 8.6 ▲ 12.7 ▲ 8.9 ▲ 7.9

サ ー ビ ス 業 5.5 ▲ 1.1 2.2 6.6 0.0 4.4 ▲ 4.4 ▲ 3.3 0.0 ▲ 7.7 ▲ 6.7 ▲ 6.7

建 設 業 5.0 9.9 10.7 ▲ 0.8 13.2 9.1 ▲ 1.7 9.9 6.6 ▲ 3.3 ▲ 0.8 ▲ 2.5

不 動 産 業 ▲ 4.5 ▲ 8.7 ▲ 8.7 0.0 ▲ 8.7 ▲ 4.3 ▲ 9.1 0.0 ▲ 4.3 0.0 0.0 0.0

今後の見通しは今期DI 値と比較してDI 値がプラスの場合は 　マイナスは 　０は 　で表記。

 図表２　設備投資の状況  図表３　経営上の問題点

業　種
設備投資 経営上の問題点

売上・受注の減少 人手不足 競争の激化 その他
今期実施
割合

投資の内訳
（最も多いもの）

設備の目的
（最も多いもの）

今後の
実施予定

今期
割合

前期と
の比較

今期
割合

前期と
の比較

今期
割合

前期と
の比較

今期
割合

前期と
の比較

全産業総合 1.5% 更改 合省力化 3.1% 39.3% 34.6% 13.8% 4.0%

製造業総合 2.0% 機械の新・増設 合省力化 5.6% 32.5% 34.5% 4.6% 2.5%

卸 売 業 0.0% ― ― 0.0% 54.1% 40.5% 18.9% 5.4%

小 売 業 0.0% ― ― 1.0% 48.6% 22.9% 29.5% 7.6%

サービス業 3.3% その他 合省力化 3.3% 44.4% 37.8% 14.4% 1.1%

建 設 業 0.8% 土地 合省力化 1.7% 33.1% 43.8% 11.6% 3.3%

不 動 産 業 ― ― ― ― 43.5% 17.4% 21.7% 13.0%

（今後の実施予定は今期実施割合と比較して増加する場合は 　
 減少する場合は 　変わらない場合は 　で表記）

（前期との比較は前回調査と比較して増加している場合は 　減少している場合は 　
 変わらない場合は 　で表記）　
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（調査の分析は３か月前と比較した回答結果を中心におこなっています。しかし３か月前との比較は季節的な要因を含ん
でおり長期の景況感の変化を見るため、業況・売上・収益の３項目については、前年同月と比較してどうだったのかを質
問しています。図表 4はこの前年同月と比較した景況感を時系列のグラフにしたものであり、西濃を中心とした地域の
長期の景況感の推移を示しています）

ChatGPT-4oの
可能性と自社活用について



ソルジャー

2024年4月～6月期・実績 2024年7月～9月期・見通し

 Vol.35
SUMMER

2024

レポート

だいしん
ビジネスてらす

https://www.ogakiseino-shinkin.co.jp
@ogakiseino-shinkin

LINE公式アカウント開設!
友だち追加はこちらから!

東海牛乳 株式会社第18回

トップイ
ンタビュ

ー

西濃地域のおすすめショップ紹介

オーダーメイドスーツ order made suits SOLDIER

3 42024.SUMMER vol.35 2024.SUMMER vol.35

調 査 西濃を中心とした地域の景況レポート

●調査期間 2024年４月～６月実績　2024年７月～９月見通し

●調査時点 2024年６月

●調査対象 西濃を中心とした地域の当金庫取引先事業所

●調査方法 アンケート調査
 前期（3ヶ月前）・前年同月（12ヶ月前）とを比較した質問を実施。

●回答企業数 573（回答率　95.5%）

●調査結果
景気の状況と今後の見通し

全
産
業
総
合

▶ 概況　全産業総合の 3か月前との比較で見た業況判断ＤＩは、2.1 となり前期 3.7 と比べ 1.6 悪化した。業種別の業況では、卸売業、建設業
は前回調査より良化したが、製造業、小売業、サービス業、不動産業については厳しい状況になった。全産業総合の個別項目については、生産・
売上ＤＩ（前期 3.3 ➡ 7.0）、収益ＤＩ（前期▲ 3.1 ➡▲ 2.6）、資金繰りＤＩ（前期▲ 7.2 ➡▲ 6.0）と、前期より良化傾向にあるが良化幅
は小さい。全産業総合における今後 3か月間の予想では、業況のみ良化傾向にあるが、生産・売上、収益、資金繰りについては悪化の見通し
となった。この結果から、企業は短期的な業況改善の期待を持ちながらも、業務の効率化やコスト削減、資金調達の強化など、抜本的な対策
が必要であることが分かる。全産業総合の設備投資については、今期の実施割合が 1.5%である一方、今後の実施予定は 3.1%と増加を予定
している。また、設備投資の目的については、「合資力化」が最も多く「売上・受注の減少」「人手不足」に対する経営上の問題点に対し設備
導入による生産性の向上にて解決を検討していることが窺える。

製

造

業

▶ 概況　製造業全体の業況判断ＩＤは 3.6 と前期より 4.5 悪化した。今後の見通しについては 6.6 と良化傾向に推移している。一方で製造業内
での今期業況判断ＤＩは、衣服その他の繊維製品（前期 33.3 ➡ 11.1）金属製品（前期 11.8 ➡▲ 18.8）は大幅な低下となった。一方、食
料品製造では（前期 0.0 ➡ 5.9）と回復傾向にあり、製造業内においても業況について大きな差があることが窺えた。

▶製造業コメント
・原材料価格の高騰についてのコメントが多く見受けられ、取引先との交渉により価格転嫁を進めるべく対策を行っていることが窺える。
・ 受注については、安定してきたとのコメントも見受けられた一方、人手不足など人材不足に対するコメントも多く見受けられた。特に従業員
の高齢化と若手職員の不足という経営上の問題に対して今後も若手の採用・育成が必要となることが窺える。また、デジタル化についてのコ
メントも見受けられた。デジタル技術の導入による、生産性の向上、コスト削減、品質管理の強化についてのコメントも多く見受けられた。

・ 製造業が今後も競争力を維持し、成長を続けるためには、デジタル化の推進と新たな販路開拓が重要となり、今後は、受注減少の影響を最小
限に抑え、持続可能な成長を実現することが求められている。

卸

売

業

▶ 概況　卸売業の業況ＤＩは▲2.7と前期▲10.5より良化。今後の見通しについては、0.0と良化傾向にあると見込んでいる。項目別では生産・
売上ＤＩが前期▲13.2、今期▲13.5と横ばい。収益ＤＩについては前期▲10.5、今期▲5.4と良化傾向にある一方、資金繰りＤＩについては、
前期▲ 5.6、今期▲ 11.4 と大幅な悪化となった。売上、収益の回復の影響は資金繰りの回復までの影響には至っていないことが窺える。

▶卸業コメント
・インバウンド需要により、売り上げは増加している一方、仕入れ価格の高騰や運賃の値上げ等による利益率低下のコメントが見受けられた。
・ 新たな取引先を探しているとのコメントも見受けられた。今後は、デジタルマーケティングやオンライン販売チャネルの活用による新規開拓
が必要となることも窺えた。

・金沢方面への販売減少のコメントも見受けられ、能登半島沖地震の影響が続いていることが窺える。
・ 人材不足についてのコメントも多く見受けれた。人材確保と流出防止のために、働きやすい環境の整備や研修プログラムの強化、デジタル技
術による業務効率の向上が求められていることが窺える。また販売先に戦略的なアプローチをとることによって競争力を高めることが必要に
なることも窺える。

小

売

業

▶ 概況　小売業の業況判断ＤＩは▲2.9と前期▲1.0より悪化している。今後の見通しについても▲8.6と悪化を見込んでいる。生産・売上ＤＩは前
期1.9、今期3.8と良化しているが、今後の見通しは▲1.9と悪化傾向にある。収益ＤＩに於いても前期▲7.6、今期▲5.7と良化しているが、今後
の見通しは▲8.6と悪化傾向にある。資金繰りＤＩの今後の見通しについては、▲8.9から▲7.9と良化傾向にあるも回復幅は小さい結果となった。
▶小売業コメント
・ 原材料費や物流コストの増加により、仕入価格上昇のコメントが見受けられた。またコスト上昇に対して価格転嫁が困難とのコメントもあり、
今後は効率的なコスト管理と仕入先の多様化が求められることが窺える。

・ 大手スーパーとの競合のコメントも見受けられた。一方、差別化された商品やサービスの提供を行っているとのコメントもあり、差別化によ
る顧客ロイヤルティの向上を行っていることも窺える。

・ 高齢者向けの商品やサービスの需要が増加しているコメントも見受けられた。高齢化社会に対応したマーケティング戦略やサービス提供が、
今後は小売業の重要な要素になると考えられ、柔軟で革新的なアプローチを取ることで、競争力を維持し、持続可能な成長を実現することが
求められる。

サ
ー
ビ
ス
業

▶ 概況　サービス業の業況判断ＤＩは▲1.1と前期より悪化。今後の見通しについては2.2と良化が予想される。項目別の今後の見通しについては、
生産・売上ＤＩ、収益ＤＩ共に良化見込み資金繰りについては横ばい見込みであり、他の業種と比較し良化傾向が強い業種であることが窺える。
▶サービス業コメント
・ドライバーの働き方改革の影響、配達員不足など運送の課題に関するコメントが見受けられた。
・ 労働力の確保と育成が課題であるとのコメントも見受けられた。サービス業は人手に依存する部分が大きいため、優れた人材を確保し維持す
ることが不可欠となる。今後は従業員のスキルアップやキャリア開発の支援、働きやすい環境の整備が求められる。

・ ＳＤＧｓなど環境に配慮したサービスの提供や、地域社会との連携を検討しているコメントが見受けられた。持続可能なビジネスモデルを構
築し、社会的責任を果たすことで、顧客からの信頼を得ることが求められている。
 ・デジタル化やグローバル化についてのコメントも見受けられ、これらの課題に対して戦略的に取り組むことが必要になると窺える。

建

設

業

▶ 概況　建設業の業況判断ＤＩは 9.9 と前期 5.0 に対し良化。項目別の今後の見通しについては、生産・売上ＤＩ、収益ＤＩ、資金繰りＤＩ共
に悪化が見込まれる。コメントに於いても官公庁の入札減少など受注が減少するコメントが多数見受けられた。

▶建設業コメント
・ 原材料費の高騰のコメントが見受けられ、今後は効率的な資材調達とコスト管理が必要であることが窺える。また、サプライチェーンの見直
しや代替材料の検討、長期的な契約による価格の安定化などの戦略が必要になると考えられる。

・ 人材不足に対応するため IoT 技術の導入を行ったコメントも見受けられた。IoT 技術の導入により、現場の状況をリアルタイムで監視し、作
業の最適化を図っていることが窺える。

・若手の人材が不足しているコメントや有資格者の不足に対するコメントも見受けられ、慢性的な人手不足が窺える。

不
動
産
業

▶ 状況　不動産業の業況判断ＤＩは▲ 8.7 と前期▲ 4.5 より悪化。今後の見通しは▲ 8.7 と横ばいを見込んでいる。項目別では生産・売上ＤＩ
が前期 0.0、今期▲ 8.7 と悪化。今後の見通しについては▲ 4.3 と良化を見込んでいる。収益ＤＩについては、前期▲ 9.1、今期 0.0 と良化。
今後の見通しは▲ 4.3 と悪化を見込んでいる。資金繰りＤＩは通して横ばいの状況となる。

▶不動産業コメント
・ 高齢化社会の進展に伴い、高齢者向け住宅やケア施設の需要が増加しているとのコメントが見受けられた。また、若年層の住宅購入意欲の低下、
賃貸市場が拡大しているとのコメントも多数見受けられた。これらの変化に対応するため、多様な顧客層に対応したサービスを提供する必要
があることが窺える。また、今後は都市部と郊外の需要動向、商業不動産の変化、サスティナビリティ、デジタル化、人口動態の変化に対応
した戦略が重要となることが窺える。

　回答企業の内訳
製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 合計
197 37 105 90 121 23 573

　対象企業の地域
大垣市 瑞穂市 本巣市 海津市 養老郡
237 17 76 17 41
不破郡 安八郡 揖斐郡 本巣郡 その他 合計
26 50 93 12 4 573

 図表１　景況ＤＩ値

業　　種
業　　況 生産・売上 収　　益 資金繰り

前期DI 今期DI 今後の見通し 前期DI 今期DI 今後の見通し 前期DI 今期DI 今後の見通し 前期DI 今期DI 今後の見通し

全 産 業 総 合 3.7 2.1 3.0 3.3 7.0 4.9 ▲ 3.1 ▲ 2.6 ▲ 2.9 ▲ 7.2 ▲ 6.0 ▲ 6.6

製 造 業 総 合 8.1 3.6 6.6 8.6 13.7 9.6 2.6 2.1 0.0 ▲ 5.7 ▲ 2.6 ▲ 4.1

食 料 品 製 造 0.0 5.9 0.0 0.0 5.9 5.9 ▲ 20.0 ▲ 5.9 ▲ 17.6 ▲ 6.7 ▲ 5.9 ▲ 5.9

衣服その他繊維製品 33.3 11.1 33.3 33.3 11.1 22.2 8.3 ▲ 11.1 ▲ 11.1 0.0 ▲ 11.1 0.0

窯 業 ・ 土 石 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 ▲ 33.3 0.0 ▲ 33.3 ▲ 33.3

金 属 製 品 11.8 ▲ 18.8 ▲ 6.3 11.8 ▲ 12.5 ▲ 12.5 5.9 ▲ 6.3 ▲ 18.8 ▲ 11.8 ▲ 18.8 ▲ 18.8

金属プレス・メッキ 7.7 0.0 0.0 15.4 23.1 23.1 7.7 ▲ 15.4 ▲ 15.4 ▲ 7.7 0.0 ▲ 7.7

そ の 他 製 造 業 ▲ 10.3 0.0 ▲ 5.1 7.7 5.1 0.0 ▲ 12.8 0.0 ▲ 5.1 ▲ 17.9 ▲ 7.7 ▲ 5.1

卸 売 業 ▲ 10.5 ▲ 2.7 0.0 ▲ 13.2 ▲ 13.5 ▲ 8.1 ▲ 10.5 ▲ 5.4 2.7 ▲ 5.6 ▲ 11.4 ▲ 14.3

小 売 業 ▲ 1.0 ▲ 2.9 ▲ 8.6 1.9 3.8 ▲ 1.9 ▲ 7.6 ▲ 5.7 ▲ 8.6 ▲ 12.7 ▲ 8.9 ▲ 7.9

サ ー ビ ス 業 5.5 ▲ 1.1 2.2 6.6 0.0 4.4 ▲ 4.4 ▲ 3.3 0.0 ▲ 7.7 ▲ 6.7 ▲ 6.7

建 設 業 5.0 9.9 10.7 ▲ 0.8 13.2 9.1 ▲ 1.7 9.9 6.6 ▲ 3.3 ▲ 0.8 ▲ 2.5

不 動 産 業 ▲ 4.5 ▲ 8.7 ▲ 8.7 0.0 ▲ 8.7 ▲ 4.3 ▲ 9.1 0.0 ▲ 4.3 0.0 0.0 0.0

今後の見通しは今期DI 値と比較してDI 値がプラスの場合は 　マイナスは 　０は 　で表記。

 図表２　設備投資の状況  図表３　経営上の問題点

業　種
設備投資 経営上の問題点

売上・受注の減少 人手不足 競争の激化 その他
今期実施
割合

投資の内訳
（最も多いもの）

設備の目的
（最も多いもの）

今後の
実施予定

今期
割合

前期と
の比較

今期
割合

前期と
の比較

今期
割合

前期と
の比較

今期
割合

前期と
の比較

全産業総合 1.5% 更改 合省力化 3.1% 39.3% 34.6% 13.8% 4.0%

製造業総合 2.0% 機械の新・増設 合省力化 5.6% 32.5% 34.5% 4.6% 2.5%

卸 売 業 0.0% ― ― 0.0% 54.1% 40.5% 18.9% 5.4%

小 売 業 0.0% ― ― 1.0% 48.6% 22.9% 29.5% 7.6%

サービス業 3.3% その他 合省力化 3.3% 44.4% 37.8% 14.4% 1.1%

建 設 業 0.8% 土地 合省力化 1.7% 33.1% 43.8% 11.6% 3.3%

不 動 産 業 ― ― ― ― 43.5% 17.4% 21.7% 13.0%

（今後の実施予定は今期実施割合と比較して増加する場合は 　
 減少する場合は 　変わらない場合は 　で表記）

（前期との比較は前回調査と比較して増加している場合は 　減少している場合は 　
 変わらない場合は 　で表記）　
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（調査の分析は３か月前と比較した回答結果を中心におこなっています。しかし３か月前との比較は季節的な要因を含ん
でおり長期の景況感の変化を見るため、業況・売上・収益の３項目については、前年同月と比較してどうだったのかを質
問しています。図表 4はこの前年同月と比較した景況感を時系列のグラフにしたものであり、西濃を中心とした地域の
長期の景況感の推移を示しています）
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